
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

前年度 1,985 0

要求額 2,109 0

決定額

0 0 1,509 06,929 0 3,435

　へき地医療支援機構の業務の一部を公的医療機関等に委託する（専任担当官派遣及びへ
き地に関する各種事業の事務局運営業務）。
　第８期保健医療計画の遂行のため、へき地医療対策委員会を開催し、へき地保健医療対
策にかかる総合的な意見交換・調整等を実施する。

使用料 財　産区  分

手数料

事業費
寄附金

一　般
財　源

財 源 内 訳

予 算 要 求 資 料

令和８年度当初予算 支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：医療整備対策費

 ＜財源内訳＞

へき地医療支援機構運営費事 業 名

(前年度予算額： 6,929

0 1,509 0

　へき地診療所等からの代診医の派遣要請等広域的なへき地医療支援事業の企画・調整等
を行い、へき地医療対策の各種事業を円滑かつ効率的に実施するため、都道府県単位でへ
き地医療支援機構を設置している。
　支援機構の各業務は、原則へき地での診療経験を有する医師の中から指定された、へき
地医療専任担当官の助言・調整のもと実施することとされている。
　へき地医療専任担当官の所属する公的医療機関に対し、国庫補助事業を活用し、へき地
医療支援機構の各種業務を委託することにより、適正なへき地医療体制を確保する。

7,425

7,425１ 事 業 費 千円)
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（２）事業内容

２ 要 求 内 容

収　入
その他 県　債

0

（１）要求の趣旨（現状と課題）

0 3,807



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

7,425

３ 事業費の積算 内訳

使用料

事業内容 事業内容の詳細

へき地の医療機関への看護師等の派遣の事前研修ほか

391 へき地医療対策委員会委員謝金ほか

旅費 379 へき地医療対策委員会委員費用弁償、専任担当官活動旅費ほか

通信運搬費 11 へき地医療対策委員会開催に係る郵送代ほか

（４）事業主体及びその妥当性

決定額の考え方
　

４ 参 考 事 項

（１）各種計画での位置づけ

（３）後年度の財政負担

（２）国・他県の状況

  岐阜県保健医療計画（第８期）
   　第３部第２章 医療提供体制の構築
   　　第９節 へき地医療対策

　へき地医療支援機構は、（対象となるへき地が無い県を除き）ほぼ全ての都道府県で設
置されている。

　へき地医療体制の安定的な運営の為、引き続き、支援していく必要がある。

・国庫補助金（医療施設運営費等補助金及び中毒情報基盤整備事業費補助金）を活用
　　※補助率１０／１０（県１／２　国１／２）
・「地域医療介護総合確保基金」を活用

　類似事業なし

　へき地医療提供体制の確保は、市町村域を超えて、より広域的に取り組むべきも
のであることから、県が補助を行うことは妥当である。

66

報償費

合計

金額

委託料 6,529 へき地医療支援機構業務委託料ほか

消耗品費 44 へき地医療対策委員会資料作成経費ほか

会議費 5 へき地医療対策委員会会議費ほか



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R6年度
(R ) 実績

○指標を設定することができない場合の理由

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

令
和
４
年
度

指標名
R7年度 R8年度 終期目標

　へき地医療体制を維持、継続してゆくための支援事業であり、指標化にはそぐわな
い。

（これまでの取組内容と成果）

　令和４年度は、へき地医療研修会、自治医科大学入学試験説明会での説明、代
診医調整等などを実施。このほか、へき地医療対策委員会を開催した。

令
和
５
年
度

　令和５年度は、へき地医療研修会、自治医科大学入学試験説明会での説明、代
診医調整等などを実施。このほか、へき地医療対策委員会を開催した。

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

令
和
６
年
度

　令和６年度は、へき地医療研修会、自治医科大学入学試験説明会での説明、代
診医調整等などを実施。このほか、へき地医療対策委員会を開催した。

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

目標 目標 (R ) 達成率

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

　「自治医科大学卒業医師のへき地派遣の管理調整」「へき地診療所等への代診派遣
調整」「へき地医療対策委員会の企画・運営」等、県全体での広域的なへき地医療支
援事業の企画・調整を行うため、へき地医療支援機構を設置し、継続的に事業を行
う。



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
　へき地医療体制の確保のため、継続すべき事業である

　へき地医療機関間の代診等を調整するへき地医療支援機構が中心となっ
て、代診調整を行うことにより、必要なへき地診療所等へ効果的に医師を派
遣できた。１

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

(評価)

(評価) 　へき地医療支援機構の委託業務により、当県のへき地医療体制の確保を円
滑に行うことができた。

２

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

（次年度の方向性）

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

（今後の課題）

　へき地医療支援機構を中心となって運営する医師（へき地医療専任担当官）は、通
常の医療機関医師としての勤務もあり、医療活動の状況によっては支援機構の業務に
専念できない場合もある。専任担当官の複数化や船員スタッフの設置等により、支援
機構業務が円滑に実施されるような方策が必要である。

(評価) 　山間へき地の多い当県にとって、へき地の医療体制確保を目的とした当事
業は必要不可欠である。

２

２ 事業の評価と課題

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
組み合わせ予定のイベント
又は事業名及び所管課
組み合わせて実施する理由
や期待する効果 など


